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No
.

章 細目 問題 正解及び解説
ページ数は、ベン・W・ハイネマンJr『企業法務革命―ジェネラル・カウンセルの

挑戦―』（商事法務、2018年）の該当ページ

1 第1編 パー
トナー・ガー
ディアンとし
てのジェネ
ラルカウン
セル (P1-
145)

日本版は
しがき

ハイネマンは、企業におけるジェネラルカウンセルの役割
に関する「4つの実践的理念」の 1つとして、「高い倫理性と
適切リスク管理」及び「高い業績」の両立を目指すこと自体
が企業の健全性を損なう契機になっていると指摘し、その
両立を目指すことの放棄を提言している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、両者を「両立させなければ
ならず、これを中心的な使命として位置づけなければなら
ない」と述べ、むしろ、ジェネラルカウンセルの 4つの実践的
理念の1つとして、「高い倫理性と適切リスク管理」及び「高
い業績」の両立を説いている。（はしがき iii頁）

2 ハイネマンは、企業におけるジェネラルカウンセルの役割
に関する「4つの実践的理念」の 1つとして、「 lawyer-
statesman」を挙げるが、これは企業組織内における意思
決定力への関与（社内政治力）を保持する必要性を示唆し
ている。

（☓）誤りである。ハイネマンの言う「 lawyer-statesman」（邦
訳：経営リーダーたる法律家）は、社内政治力を説くもので
はない。「 lawyer-statesman」（邦訳：経営リーダーたる法律
家）は、「企業に対する責務」「ステークホルダーに対する責
務」「法の支配に対する責務」「社会に対する責務」を果た
すカウンセラーであり、また、究極的に「それは適法か」の
みならず「それは正しいか」を議論・判断する責務があると
説く。（はしがき iv頁）。なお、「 lawyer-statesman」（邦訳：経
営リーダーたる法律家）の訳語については、検討段階で議
論があり、本来はギリシャ時代以降の「建国の父」のような
素晴らしい賢人政治家を称する言葉であったと解説されて
いる。そのため「政治家兼法律家」という訳語も一時検討さ
れていたようである（はしがき vii頁）。

3 ハイネマンは、企業におけるジェネラルカウンセルの役割
に関する「4つの実践的理念」の 1つとして、取締役会や事
業部門のリーダーたちのパートナーとしての役割、そして企
業のガーディアン（守護者）としての役割、双方を果たして
いく責務を負う、と説明する。

（◯）その通りである。 （はしがき iv頁）

4 ハイネマンは、企業におけるジェネラルカウンセルの役割
に関する「4つの実践的理念」の 1つとして、「倫理的な企業
文化」を立案・主導する役割をあげた上で、 CEOや他の経
営トップの部門長がジェネラルカウンセルの立案・主導する
「倫理的な企業文化」を推進する強力な体制構築を提言す
る。

（☓）誤りである。「倫理的な企業文化」を立案・主導につい
ては、CEOやジェネラルカウンセルを含む経営トップの部
門長「たち」が協働して実現すべきことが示唆されており、
ジェネラルカウンセルが排他的かつ専属的に行うものであ
るとは説かれていない。（はしがき iv-v頁）

5 第1章 企
業法務革
命

ハイネマンは、本書「企業法務革命」を執筆するに当たり、
日常の問題に関するハウツーマニュアルを提供を意図して
いないこと、さらに、本書が「高い倫理観を有し高い業績を
達成する企業におけるジェネラルカウンセルの役割に関す
る筆者の遺言書」であるとして、後に続く人々の役立つこと
を願い30年近い知見を共有するものであると述べている。

（◯）その通りである。 （23頁）

6 ハイネマンは「ジェネラルカウンセル」を「弁護士資格を有す
る役員又は役員相当クラスの企業法務責任者」と定義して
いる。

（◯）その通りである。 （3頁）

7 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「社内的役割」に関
連して、社外の法律事務所のシニアパートナーが CEOと取
締役会のための最初の相談者であり、この橋渡し (ブリッジ
ング)を迅速かつ円満に行うことが一次的責務であると指摘
する。

（☓）誤りである。ハイネマンは、かつては、社外の法律事
務所のシニアパートナーが CEOと取締役会のための最初
の相談者であったが、現在は、ジェネラルカウンセルが単
なる法律を超えた広範な業務範囲について「最初の相談
者」となっていると指摘する。（ 4頁）

8 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「社内的役割」に関
連して、ジェネラルカウンセルの多くが、トップマネジメント
の「中核メンバー」として、対策や予防だけではなく戦略に
ついても、また、法律かビジネスを問わず、チャンスかリス
クかを問わず、議論に参加していると述べる。これには、公
共政策面のみならず、地政学の議論も含まれていると説明
する。

（◯）その通りである。 （4頁）

9 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「社内的役割」に関
連して、税務、取引、環境、セキュリティ、不動産、顧客対
応、地域社会との関係、公共的な事柄といった法務部門の
業務範囲において、組織のリーダーとしての役割を果たし
ていると指摘している。但し、法務部門の業務範囲をこえた
事項については最終意思決定者になることは稀であると指
摘している。

（☓）誤りである。前段は正しいが後段が誤りである。ハイ
ネマンは、法務部門の業務範囲をこえた事項についても、
多くのジェネラルカウンセルが、企業内の最終意思決定者
になっていると紹介している（ 5頁）。

10 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「社外的役割」に関
連して、ジェネラルカウンセルと組織内弁護士が、単に案件
を外部法律事務所にアウトソースするだけではなく、経営
や重要案件の戦略的「決定」に関与するとしている。

（◯）その通りである。重要案件には、国際取引、複雑な訴
訟、国際的な刑事捜査、公共政策に関する議論、高度な倫
理文化の構築も含まれているとする。（ 5頁） 

11 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「社外的役割」に関
連して、組織内弁護士が社外弁護士と同等以上のスキル
と知識を備えていることが理想であるものの、実際の現実
と経験に照らすと、未だそのような理想は実現されていな
いと指摘した上で、読者に対して一層の奮起を促している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「社外弁護士の方が企業内
弁護士と比べてより高度で多岐にわたる法律知識を持って
いた時代は、多くの企業では遠い昔のこととなっている」と
した上で、「今日の企業内弁護士は、企業の営むビジネス
実務を熟知しており、かつ、関連法令についても、社外弁
護士と同等かそれ以上の知見を有している」と指摘してい
る。（5-6頁）

12 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「社外的役割」に関
連して、ジェネラルカウンセルと法務部門が、外部法律事
務所への企業の支出・コストを精査し、適正にコントロール
できるようになったことを指摘している。

（◯）その通りである。社外弁護士が請求額や収入を増や
すために不適切に行う過剰サービスや請求を精査できるよ
うになったと指摘する。（ 6頁） 

13 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの「役割」に関連して、
本書の枠組みの対象は大企業のみにあてはまるものであ
ると留保をしている。なぜなら、中小企業はそのリソースが
乏しいためである。

（☓）誤りである。ハイネマンは「中小企業にも当てはまると
強く信じている」とした上で「中小企業はリソースに乏しいこ
とから、その範囲やレベルは若干異なるものになる」と提言
している。（8頁）
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14 米国では1970年代に組織内弁護士が台頭しはじめ、 1982
年にアメリカ・コーポレート・カウンセル協会（ 2003年に、地
域に力点を置かないコーポレート・カウンセル協会に改称）
が設立された。1970年には、ケネディ、ジョンソン両大統領
時代に検事総長を務めた Nicholas deB. Katzenbach（ニッ
ク・カッツェンバッハ）が IBMのジェネラルカウンセルに外部
招聘・就任したことが最も注目された。これに対して、 GE
は、ジェネラルカウンセルの外部招聘のみならず、多くの社
内弁護士を外部採用した。

（◯）その通りである。なお、ハイネマン自身は、 GEで仕事
を開始した最初数年の間に、関連が強い 33のマネジメント
ラインのうち30のポジションについて、政府や法律事務所
からリクルートしたエキスパートを据えたと懐古している。
（8-9頁） 

15 ハイネマンは、企業法務革命の要因 5つのうち1つ(1/5)とし
て、1980年代以降、経済のグローバル化が複数の裁判管
轄にまたがる複雑な取引が増加し、米国においても訴訟が
爆発的に増加したこと、及び、グローバルな規制強化と非
政府組織による活動の活発化により企業が多くの倫理的・
法的・政策的な課題に直面したことを指摘している。

（◯）その通りである。ハイネマンは、これらの状況が世界
的かつ複雑な問題に対処するためにビジネスリーダーと緊
密に業務を遂行する組織内弁護士の需要を高める要因と
なったと指摘している。（ 11頁） 

16 ハイネマンは、企業法務革命の要因 5つのうち1つ(2/5)とし
て、主要な法律事務所のパートナーになれなかった弁護士
の行き場と思われていたジェネラルカウンセルが 1980年代
から90年代にかけて、有用性を示したことにより、組織内
弁護士の仕事には多くの魅力があることが広がり、社外の
一流の弁護士を惹きつけるようになったことを指摘してい
る。

（◯）その通りである。業務範囲が法律エキスパートの範囲
をはるかに超えて、市場、製品、地域等の広範な領域をカ
バーする結果、企業の法務部門が、ビジネス、専門領域、
地域をまたいだ学習のための組織になったことも指摘され
ている。また、タイムシートや請求について心配の必要がな
くなり、逆に社外弁護士を起用するクライアントの立場に
なった側面も指摘されている。（ 11-12頁） 

17 ハイネマンは、企業法務革命の要因 5つのうち1つ(3/5)とし
て、組織内弁護士の権限と責任が新しい業務領域に拡大
するにつれ、さらに多くの事業部門のリーダーや取締役会
が、幅広い対応領域と創造性を併せ持った組織内弁護士
の価値を評価するようになったと指摘している。

（◯）その通りである。ハイネマンはガーディアン及びパート
ナーとして「知識とスピードをもって行動できる法律家」とい
う組織内弁護士の特性が見いだされ、企業に浸透していっ
たと指摘する。GEでは30万人以上の従業員のうちたった
200人しかいない本社上級副社長において法務が占める
割合は5%にもなったとされている。（ 12-13頁） 

18 ハイネマンは、企業法務革命の要因 5つのうち1つ(4/5)とし
て、90年から2010年の20年間において、新たなグローバ
ル競争において企業は熾烈なコスト削減と生産性向上の
戦いに突入したため、社外弁護士費用を含む法務費用全
体も削減の対象となる一方で、ビジネスが複雑性を一層増
す中で進出先各国の異なる規制に対応する幅広く複雑な
マトリックス型組織を進化させる必要が生じ、企業法務の
重要性（組織内弁護士を事業やスタッフ機能と密接に協働
させるマネジメント）が隆盛したと指摘している。

（◯）その通りである。ハイネマンは「劇的に変化するビジネ
スに関するオペレーションの枠を超えて、企業の法的リス
ク、倫理的リスク、レピュテーションリスク、カントリーリス
ク、オペレーショナルリスクが増加」し組織内弁護士を事業
やスタッフ機能と密接に協働させるマネジメントがリスクの
最大限の軽減につながると説いている。（ 13頁） 

19 ハイネマンは、企業法務革命の要因 5つのうち1つ(5/5)とし
て、21世紀に入ってからのエンロン、ワールドコムに代表さ
れる多くの大規模な不祥事は、ジェネラルカウンセルや組
織内弁護士の職域拡大したという見解には慎重な立場を
示し、実感としては、意外にもさほど影響しなかったと分析
している。

（☓）誤りである。ハイネマンは大規模な不祥事の結果とし
て「不正行為を防止し、また、不正行為が発覚した場合に
は政治家、監督官庁、メディア、 NGOに適切に対応するこ
とができる、有能で洗練され、弁護士倫理によりい経営幹
部の執行からの独立性に信頼感があるジェネラルカウンセ
ルを採用しようとする傾向がさらに高まった」と分析してい
る。（14-15頁）

20 第2章 経
営リー
ダーたる
法律家
(lawyer-
statesma
n)の理想
形

ハイネマンは「 lawyer-statesman」という言葉にひときわ重
要な意味を含ませている。アメリカにおける歴史的背景が
同語の意味合いに深く関わっている。

（◯）その通りである。なお、米国系外資企業に勤務する一
問一答作成の筆者一個人としては「経営リーダーたる法律
家」の訳語に消えない違和感を持っているが、非常に訳出
困難な言葉である。強いて訳出すれば「長老賢人の如き法
律家」であろうか。 28頁以下を熟読されたい。  

21 「lawyer-statesman」としてのジェネラルカウンセルは、経
営上の重要な意思決定に際して、実行する方法・目的、プ
ロセス、意図するところ、そして行為のみならず行為のもた
らす法的影響について妥協のない議論を行う責務を負う。

（☓）誤りである。行為のみならず行為のもたらす「法的」影
響のみならず「社会にもたらす影響」までが対象となるべき
と説明されている。（ 25-26頁）

22 「lawyer-statesman」としてのジェネラルカウンセルは、経
営上の重要な意思決定に際して、目的・意図及び社会的
影響を、単に業績指標に照らしてではなく、倫理性（正式な
ルール、倫理及び理念）とリスク（経済的・非経済的）という
スクリーンを通して、徹底的に評価することが求められる。

（◯）その通りである。 (25-26頁)

23 ハイネマンは、「 lawyer-statesman」としてのジェネラルカウ
ンセルは、クライアントである取締役、 CEO及び経営幹部
の依頼事項を遂行する企業内の受動的な使用人であるこ
とを限界として認識し、行動する必要があると述べている。

（☓）誤りである。ハイネマンは「依頼事項を遂行する企業
内の受動的な使用人ではない」と述べている。すなわち、
ハイネマンは、ジェネラルカウンセルも複雑な組織に組み
込まれたものであることを認める一方で、他方で、ジェネラ
ルカウンセルが重要な意思決定についての議論に十分関
与する地位を有していなければならないと説明する。そし
て、企業の基本的使命とビジネスサイドのパートナーであ
ることの双方を「共に」達成するための困難な道を見い出す
ための個人的、組織的なスキルを有数必要があると説く。
（27-28頁）

24 ハイネマンは、「 lawyer-statesman」としてのジェネラルカウ
ンセルは、3つの本質的な役割を同時に果たす能力が求め
られていると説く。その 3つとは、「傑出した技術的エキス
パート」「賢明なカウンセラー」「責任感あるリーダー」の 3つ
である。

（◯）その通りである。 (36頁以下)

25 「lawyer-statesman」としての3つの本質的な役割のうち「傑
出した技術的エキスパート」とは、特定の事実関係に法が
どのように適用されるのか、どうすれば法的問題を予防で
きるのか、企業行動が適法か、既存の法令の枠組みなど
が目標を達成する上でどのように利用できるのかという問
題について助言し、解決を導く側面をいう。

（◯）その通りである。弁護士にとってのこれらの基本的能
力が組織内弁護士の業務にどのように関わるかについて
は38頁以下を熟読されたい。
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26 ハイネマンは「傑出した技術的エキスパート」として対峙・排
除すべき行動例として、（ A) 法を無視することで企業が法
を回避できると考えること、（ B)ホームズ判事の言うところ
の「悪人（bad man）」となり費用対効果の計算によって法
に従うかどうかを決めること、（ C)書類の表層だけを見て法
的なアレンジの真の目的や帰結を厳しい問を発することな
く「技術的判断に終始すること」を挙げている。

（◯）その通りである。 (40頁)

27 「lawyer-statesman」としての3つの本質的な役割のうち「賢
明なカウンセラー」とは、精神的カウンセリングのように、ク
ライアントの表層のみならず、心理的不安にも踏み込んだ
上で、適切な法務アドバイスと心理的安定性を付与する積
極的助言者の役割を言う。

（☓）誤りである。ハイネマンの言う「賢明なカウンセラー」と
は「それは適法か」にとどまらず「それは正しいか」という問
を発する側面をいう。ジェネラルカウンセルは、現在の正規
のルールが要求する水準を超えて、企業が取るべき行動
を決定することを支援する。（ 41-45頁）

28 「lawyer-statesman」としての3つの本質的な役割のうち「責
任感あるリーダー」とは、組織運営的な能力であり、
「lawyer-statesman」は伝統的な命令と統制を排除しつつ、
合議による組織的運営を行うことが求められていると説明
されている。

（☓）誤りである。ハイネマンは「ジェネラルカウンセルや企
業内弁護士のリーダーシップには、命令と統制によるもの、
合議によるもの、経営管理的なもの、自ら模範を示すもの、
カリスマ的なもの、戦略的なものんなど、さまざまな形態が
あり得る」と解説している。（ 45頁）

29 ハイネマンは、紛争解決（訴訟）に関する伝統的な法的手
法や分析といった「コア・コンピテンシー」（態度・行動）は
「傑出した技術的エキスパート」を含むジェネラルカウンセ
ルや組織内弁護士の基礎として必要かつ十分であると述
べている。

（☓）誤りである。ハイネマンは「価値はなお認められる」と
しながらも、「現実世界における複雑な問題」に対応する従
来のコア・コンピテンシーは「重大な欠陥を抱えている」と指
摘している。（47頁以下を熟読されたい）

30 ハイネマンは、Google社の「中国において検索エンジンを
提供すべきであるか（中国政府の検閲に服する点で、表現
の自由という基本的人権との対立があった）」という意思決
定（註：インターネット業界においては極めて著名な事例で
ありご存じない場合は本書をぜひ参照されたい）を「困難な
意思決定」の恒例の 1つとして紹介している。その中で、
Googleのジェネラルカウンセルの見解や他の意見も紹介
した上で、ハイネマン自身は、「正しい」判断ではなかったと
否定的な見解をとっている。

（☓）誤りである。ハイネマンは、Google社は「2007年に
は、変化を期待しつつ、中国において制約された検索事業
を運営できるかを見てみることとし、また、 2010年には、短
期的な変化への見通しが悪化したことと潜在的な害悪が現
実のものになったために中国の検索事業を停止するとい
う、いずれも正しい選択をしたもの」と評価している。（ 56-59
頁参照）

31 ハイネマンは、エンロン事件での弁護士の失敗を参照しつ
つ、「企業を弁護する前」に事実関係の分析（独立性のある
分析）を怠ることがないことを強く警告している。

（◯）その通りである。本書にはハイネマン自身の 2つの事
例（GEイスラエルの事例及び GEの産業用ダイヤモンドに
関する反トラストの疑義に関する事例）が紹介されており、
必読である。 (60-61頁)

32 第3章 
パート
ナー・
ガーディ
アン機能
の現実

ハイネマンは、ガーディアン機能とパートナー機能の 2つの
側面は相反しているため、その相反を解消すべきものでは
なく、どちらかの機能を主目的・副目的の優劣関係を予め
自己の中で決定することが重要であると説明する。

（☓）誤りである。ハイネマンは「2つの側面の相反する部分
の解消なくして」企業法務革命の達成はないと説く。ハイネ
マンは、「 lawyer-statesman」としてのジェネラルカウンセル
は、「傑出した技術的エキスパート」「賢明なカウンセラー」
「責任感あるリーダー」の 3つの理想像を実現するためには
この解消が重要であると説明する。（ 63頁）

33 ジェネラルカウンセルや組織内弁護士が、事業部門のリー
ダーの要求を充足しようとするあまり、ガーディアン機能を
全うできないおそれが指摘されているが、現実的には、ジェ
ネラルカウンセルのような高位の者が刑事捜査や有罪とさ
れるケースの有意な増加は見られず、統計は謙抑的な推
移を記録している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「ジェネラルカウンセル …
が、刑事捜査、SEC調査、その他執行措置や民事訴訟に
おいて有罪とされるケースが増加している」と指摘してい
る。（64頁）

34 ジョン・コフィー教授は、ジェネラルカウンセルと組織内弁護
士は独立性に欠けており必然的に失敗するとの見解を表
明していることに対して、 CEOに対峙できるだけの力を与え
る社外の高い評価を得られる昨今の状況下では、コフィー
教授の指摘はあたらないと批判している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「コフィー教授が主張する通
り…CEOに対峙できるだけの力を与える社外の高い評価
を得る機会がないことも一因である」と主張の一部を受け
入れており、「指摘はあたらない」という記述はしていない。
（65頁）

35 ハイネマンは、ニューヨーク市弁護士会の 06年の「企業統
治における弁護士の役割に係るタスクフォース報告書」を
引用した上で「上場会社のジェネラルカウンセルの役割
は、企業統治の有効な仕組みにおいて中枢をなすもので
ある」と説明している。

（◯）その通りである。その上で、持論として、ジェネラルカ
ウンセルや組織内弁護士は、法的かつ倫理的に妥協する
事業サイドのイエスマン、重要な議論や意思決定その他主
要な企業活動から排除された頑固なノーマンの二者択一
ではないと信じていると述べている。（ 66頁）

36 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うためには、 CEOや取
締役が、ジェネラルカウンセルに対して、期待を表明するこ
とが特に重要であると解説する。

（☓）誤りである。ハイネマンは「価値創造に貢献し、企業倫
理を遂行し、リスクを適切にコントロールするために精力的
にパートナーとガーディアン両者の機能を果たすこと …を明
確に求めている」状況のみならず、幅広い役割を含む諸般
の「条件」を付与することが理想的な環境として必要である
と説明している。（ 67-72頁は細かな条件が解説されており
必読部分である）

37 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「事業担当者の法律やポリシーに対する理解
の欠如」を指摘する。

（◯）その通りである。その上で、弁護士がいかに事業に貢
献できるかということを事業担当者が理解していないことが
大きな障壁になると指摘している。（ 72頁）

38 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「企業トップの弁護士に対する否定的な見方」
（例：弁護士はリスクに反対する、単なるコストセンター、創
造性に欠く医者の NOと同じ、事業を永遠に理解できない、
端的に言うとほぼ必要悪のようなもの等の印象）を指摘す
る。

（◯）その通りである。ハイネマンはこのような場合、狭い職
務範囲、限られた情報、主要な意思決定への参加機会の
乏しさ、企業の倫理性を高めるための影響力の無さという
環境が生まれると指摘する。（ 73頁）

39 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「ミドルマネジメントの弁護士に対する否定的
な見方」を指摘するが、これはトップマネジメントとの良好な
関係により、トップダウンで突破できると助言している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、トップマネジメントとの良好
な関係にかかわらず、厳しいグローバル事業環境で目標
達成のプレッシャーにさらされ損益管理を担当しているミド
ルマネジメントによって、現場の弁護士が現場に関与でき
ず極めて狭い範囲の事務作業に従事させられるおそれが
あると指摘している。（ 73頁）
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40 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「意思決定会議における弁護士に否定的なグ
ループのプレッシャー」を指摘するが、これに対して、会議
中はCEOに一時的に迎合・融和を示し会議後に讒言し善
処するテクニックを、実務的心得として助言している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、残念ながら、この障害につ
いては、具体的な対応策については詳述していないように
思われる。
　他方で、緊迫した事業会議では弁護士の意見が高圧的
に封じ込めようとする参加者の存在を指摘している。また、
CEOを取り巻く幹部は複雑な社内力学の中で、常に CEO
の考えを意識して仕事を進めているという点も指摘するに
とどまっている。（ 73-74頁）

41 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「企業内で働くことの一般的な集団プレッ
シャー」を指摘する。

（◯）その通りである。ハイネマンは、極めて冷静に、「株主
価値の短期的な最大化」を会社が目標とした場合、弁護士
は非金銭的領域の改善、長期的業績の向上、良心やリス
ク視点を犠牲にして、短期志向に迎合する潜在的なリスク
を厳しく指摘している。（ 74頁）

42 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「単一クライアントのために働く課題」を挙げて
いる。

（◯）その通りである。ハイネマンは、ジェネラルカウンセル
は「自社という唯一のクライアントのために仕事をする」た
め、短期的利益を追求する事業部門の思考に同化しやす
いという危険に加え、単一の商品や業界というレンズを通し
てしか見ていないという視野の狭さに結びつく危険性も端
的に指摘している。（ 74頁）

43 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「事業部門のリーダーである CEOへ助言する
ことと、企業全体の代表である取締役会へ助言することと
の衝突」を指摘する。その上で、取締役（会）と CEOには潜
在的な利益相反関係が存在し、それに起因する様々な問
題が派生することに注意を促している。

（◯）その通りである。ハイネマンは、その一例として、新興
国でのM&Aに熱をあげているCEOがいるため、取締役会
が知るべきレベルの法的リスクや風評リスクについての説
明をジェネラルカウンセルが回避するような場合を挙げて
おり、参考になる。（ 75頁）

44 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「Employment at will（解雇自由の原則・条項）
に基づくCEOに解雇される恐怖」を指摘する。

（◯）その通りである。ハイネマンは、極めて冷静に、解雇
に対する恐れが適正な業務執行を妨げるリスクを直視した
上で、「理由なく解雇される恐怖のもとで仕事をしている限
り自らの責務を果たすことはできない」という強い勇気づけ
るメッセージを発している。（ 75頁）

45 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「金銭的な対価を失う恐怖」を挙げている。

（◯）その通りである。ハイネマンは、ジェネラルカウンセル
は高水準の報酬（給与、ボーナス、ストックオプションなど）
を得ており、その増額を期待しており、衝突により実現しな
かったインセンティブや追加報酬の機会喪失が障壁になる
と、隠すことなく指摘している。 CEOとの方針の相違によ
り、役割の縮小、取締役会への出席の制限、ジェネラルカ
ウンセルへの明示・黙示の降格へのシグナルなどが起こり
うると助言している。（ 76頁）

46 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルがパートナー機能と
ガーディアン機能の双方を同時に担うことの「障壁・ブロッ
カー」として、「自己のレピュテーションが傷つく恐れ」を指摘
しているが、対抗的言論により、実際の問題として自己の
レピュテーションを保護することが可能であり、相互戦争を
望まないCEOとしては通常ジェネラルカウンセルの悪評を
振りまくことは避ける傾向にあると指摘している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、ジェネラルカウンセルが弁
護士として顧客に対し「守秘義務・秘密保持義務」を負って
いることを指摘した上で、悪評を立てた CEOについて反論
を含め語ることはほぼできず、不平等な情報開示制約関係
の下で、ジェネラルカウンセルと組織内弁護士が意見表明
を穏便かつCEOに従属させてしまうおそれを指摘してい
る。（76-77頁）

47 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルにはチームの組織内
弁護士を守る使命があり、特に、ジェネラルカウンセルへの
直接報告（実線または点線のレポートライン）せねばならな
い義務・基準等を明らかに周知・指示した上で、報告を行う
ための環境を整備することが重要であると説く。

（◯）その通りである。ハイネマンのGEでの創意工夫や具
体的な構築については本書の詳細な記述が参考になるの
で熟読されたい。（ 82-83頁）

48 ハイネマンは、他の間接部門幹部との連携について、米国
ではとりわけ重要視され連携が進んでいる分野であると紹
介している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、間接部門のリーダーたち
の緊密な連携と協力はこれまで十分に意識されてこなかっ
たが、実質的で効果的な企業統治に不可欠の要素である
と述べている。（ 85頁）

49 ジェネラルカウンセルと取締役会との関係について、ハイネ
マンは、取締役の夕食会、国内外の出張に随行するなど
取締役のように常に陪席することの重要性を説いている。
また、取締役会がジェネラルカウンセルの採用を監督する
べきであり、CEOのジェネラルカウンセル採用の決定に際
しては取締役会の意見を聞くのみならず同意を得るべきと
も提言している。また、ジェネラルカウンセルの報酬の議論
にも取締役会が加わるべきことも提言されている。

（◯）その通りである。その他にもジェネラルカウンセルが
取締役会との関係で心がけるべきこと行うべきことについ
て詳細な示唆が示されているので熟読されたい。 (86頁以
下)

50 ハイネマンは、CEOや重役について信頼性の高い通報が
あった場合、CEOに対して、独立した社外弁護士を起用す
ることを勧告する勇気と判断力が必要であると述べてい
る。

（☓）誤りである。ハイネマンは、「取締役会」に対してジェネ
ラルカウンセルがCEOを調査するための独立した社外弁
護士の起用を提言する必要性を喚起している。 HPのCEO
マーク・ハード氏のセクハラ問題に対する同社ジェネラルカ
ウンセル  マイケル・ホルストン氏の取締役会に対する適切
な進言について本書該当部分を是非参照され、自らの万
が一の場合に万全の対応が取れるよう心構えをしたい。
（91頁）

51 ハイネマンは、私達が将来ジェネラルカウンセルとしての招
聘を受ける場合、CEOのデュー・デリジェンスを怠ることが
ないように助言している。

（◯）その通りである。どのような役員との面談を要請する
べきかなどは参考になる（ 96-97頁）。米国と日本との差異
はあるものの、日本において将来ジェネラルカウンセルが
制度として根付かせる場合にはこのような採用から辞任ま
でのプロセスも標準化させていく必要があろう。

52 第4章 企
業文化の
必要性

ハイネマンは、「企業法務革命」と「企業文化」との関連性
について、企業文化が良好であることが企業法務革命を推
進する上での理想的な助けとなると説明している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「確固たる企業文化がなけ
れば、企業は全階層及び全地域における倫理性を維持し
た高い業績を1つに融合することはできない。そして、企業
法務革命を起こすことは「できない」と断じている。（ 91頁）

53 ハイネマンは、 IBMのCEOであったルイス・ガースナーの言
葉を引用した上で、企業文化について、「方針の１つ」では
なく企業の「方針そのもの」であることを説明している。

（◯）その通りである。 （104頁）
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54 ハイネマンは、「企業文化」を『企業トップから一般従業員に
至るまでに共有された原則（価値観、ポリシー、考え方等）
であり、共有された実践活動（行動規範、システムや業務
プロセス）であり、共有する人々の感じ方、考え方や行動に
影響を及ぼすものである』と定義している。

（◯）その通りである。 （104頁）

55 ハイネマンは、企業文化の堕落の原因として、資本主義の
競争に内在するプレッシャーが腐敗を引き起こすことから
出発するのは適切ではなく、企業文化の脆弱性から出発し
て考えるべきだと提唱している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「資本主義の競争に内在す
るプレッシャーが腐敗を引き起こす」ことから考える必要が
あるとしている。すなわち、企業は高い業績目標を課し、従
業員の雇用継続・昇進・報酬額が業績目標と連動している
ので、業績を維持するために違法行為や非倫理的な手段
といった最も安易な方法を取ろうとする誘惑に駆られ、手を
染めてしまうと指摘する。（ 108頁）

56 ハイネマンは、グローバル企業が自国以外の新興市場で
シェアを確保し収益を得ていることに着目し、新興市場の
地政学的不安定さが「企業文化」へのリスクとなると指摘し
ている。

（☓）誤りである。ハイネマンは、地政学的リスクではなく、
「新興市場には、腐敗、脆弱な法規範、蔓延した利益相反
等という固有のリスク」を指摘し、さらに、「国の政府高官や
企業幹部は私利私欲のために事業活動や政府の行為を
通じて暴利を貪っている」という現実への注意を喚起する。
（108頁）

57 企業文化に関連して、ハイネマンは「ゼネラル・モーターズ
のリコール隠蔽問題」を挙げた上で、 14年のバルカス報告
書を取り上げ、GMの「腕を組み他の誰かを指差しながら責
任を避けるというGM式敬礼（GM Salute）」などGMの企業
文化の欠陥や失敗の原因を論じている。その中で、ハイネ
マンは、上級幹部の役割について深く言及したバルカス報
告書を高く評価している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、バルカス報告書が、「上級
幹部の役割について一度も調査せず『上級幹部は知らな
かった』として責任を追求せずに、むしろ擁護」している点を
批判している。（ 109-111頁）

58 企業文化に関連して、ハイネマンは「シーメンスの 40年に
わたる65カ国の公務員に対する 14億ドル以上の贈賄」を取
り上げ、倫理教育を行う意味の乏しさを厳しく指摘してい
る。

（☓）誤りである。ハイネマンは、シーメンスの場合「効果的
な倫理教育」がなかったとした上で、 2000年に内部告発制
度の導入も検討されたがその後「中止 …効果的な抑止策も
なかった」と指摘している。（ 113頁）

59 企業文化に関連して、ハイネマンは「エンロン事件」を取り
上げ、監督機能を律する行動規範自体は素晴らしいもので
あったが、どの規範についてもリーダーは実践する熱意は
まったく無く、単なる飾りに過ぎず、行動規範を支えるべき
制度的規範も存在していなかったと指摘している。

（◯）その通りである。 （115-116頁）

60 企業文化に関連して、ハイネマンは LIBORの不正操作を含
む「JPモルガンの複数の不適正な行為」を指摘した上で、
スティーブ・カトラー  元ジェネラルカウンセル（前 SEC法執
行部門責任者でウィルマーヘイル法律事務所元パート
ナー）らについて、 JPMの体質に根ざす現状の把握を怠り、
現状を生んだ企業文化の欠点を是正するための適切な検
証をしなかったことに厳しい批判を加えている。

（◯）その通りである。 （116-121頁）

61 企業文化を守るため、ハイネマンは「沈黙の企業文化」に
主な原因があるとして、従業員に話をさせる仕組みを整
え、沈黙の企業文化を打ち砕く必要があると指摘している。

（◯）その通りである。ハイネマンは本書において自己の
GEでの経験を惜しげもなく共有しており、有意義な内部通
報制度の工夫などについてぜひ該当部分を熟読された
い。（132頁以下）

62 第2編 主要
な論点
(P147-389)

第5章 法
令遵守と
法的リス
ク

ハイネマンは、法令遵守（コンプライアンス）と法的リスクに
関して、ジェネラルカウンセルの基本的職責を「守るべき法
が何であるかを見極めること」及び「法的リスクを避けるた
めのメッセージ・仕組み・業務手順の作成を手助けするこ
と」と説明する。

（◯）その通りである。経営が様々な仕組みを通じて、複雑
さを管理し、対処する能力であるが、企業の業務プロセス
の最初から最後までのあらゆる段階位が法令によって輪
切りにされ、法令はビジネスのやり方を制約していることに
起因している。（ 149頁以下）

63 ハイネマンは、法令遵守（コンプライアンス）と法的リスクに
関して、80年代のジェネラルカウンセルの直面した大きな
課題として、グローバル経済における諸国間でビジネス法
制を調和させ、少なくともその方向性を合致させていくこと
を指摘している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「次の半世紀を生きるジェネ
ラルカウンセルが直面する大きな課題」と予言する。（ 153
頁）

64 法令遵守の2大基盤として、ハイネマンは、「法的リスクの
察知」「法的リスクの迅速対応」を挙げる。

（☓）誤りである。ハイネマンは「法的リスクの予防」を加え
た上で「2大」ではなく「3大法令遵守の基盤」としている。各
基盤についいての詳細な解説は熟読されたい。（ 153頁以
下）

65 ハイネマンは、法令遵守（コンプライアンス）と法的リスクに
関して、M&A（企業買収）時について注意を喚起する。すな
わち、買収者として、対象会社の法令遵守問題に対応する
ことが第一であり、意図的に隠蔽さえているような問題を発
見することの重要性を説明している。

（◯）その通りである。 （178-181頁）

66 ハイネマンは、法令遵守（コンプライアンス）と法的リスクに
関して、「シーメンス」の事後対応を丁寧に紹介している。
シーメンスは贈賄罪による起訴を避けられなかったが、同
社の100名の外部弁護士等の起用による延べ 150万時間
の調査（34カ国で1750回のインタビュー、 1億の文書保存、
2万4000もの文書提出など）が量刑においても考慮され
た。

（☓）誤りである。シーメンスと3つの子会社は、これらの迅
速かつ真摯な事後的な対応より、結果的に、贈賄罪による
起訴を免れることができた。その壮絶な調査の概要につい
ては是非183頁以下を熟読されたい。

67 ハイネマンは、法令遵守（コンプライアンス）と法的リスクに
関して、CEO、取締役会及び事業部門のリーダーに求めら
れるのは、 (1) 企業文化の創造、 (2) ジェネラルカウンセ
ル、CFO、CCO、人事責任者などシニアスタッフのパート
ナー機能とガーディアン機能を積極的に推奨すること、 (3) 
意思決定に先立つ議論と討論において率直な意見を必ず
述べることの3点を強調する。

（◯）その通りである。詳細な助言が参考になる。（ 188頁以
下）

68 第6章 倫
理―複雑
性

ハイネマンは、倫理の中核として、（ A) 企業と従業員に対
する責任、（B)ステークホルダーに対する責任、（ C) 法律及
び司法に対する責任、を挙げている。

（☓）誤りである。ハイネマンはさらに「（ D) 公共福祉に欠か
せないが市場メカニズムでは実現することができない公共
財の確保に資する責任」を併せて挙げている。（ 206頁）
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69 ハイネマンは、倫理課題の特定と分析は、問題の必要性に
応じて都度タスクフォースが組織され、ジェネラルカウンセ
ルの指揮のもとで個別具体的に解決されているべきもので
あると説明する。

（☓）誤りである。ハイネマンは「日常活動の一環として実施
されるCEO主導の体系的なプロセス」であると指摘する。
（206頁）

70 ハイネマンは、グローバルなサプライチェーンにおける労働
の問題は大きな倫理問題をはらんでいると説明する。

（◯）その通りである。例えば、労働基準、児童労働、品質、
工場の安全問題、公共政策（セーフティーネット）などを概
説している。（219頁以下）

71 ハイネマンは、「グローバル基準と現地国内法の対立」とい
う問題を、繰り返して遭遇するジレンマであり、難解である
との評価に留め、具体的な方策については特に言及を避
けている。

（☓）誤りである。ハイネマンは「幅広い選択肢」として、例え
ば、法に従う、法にやむ無く従わない、法を変えることを試
みる、あるいはその国でのビジネスをやめるなどが示され
ている。このパートは必読である。（ 236-242頁）

72 第7章 リ
スクと危
機管理

ハイネマンは、リスクと危機管理に関して、リスクはあまり
に広範であり、ジェネラルカウンセルとしては、法令違反と
倫理観の欠如といった２つの問題を専ら対象として明瞭に
確定され、優先付けが行われるべきと提案している。

（☓）誤りである。ハイネマンは「特に注視」が必要であると
するが、この２つ以外のリスクについてもジェネラルカウン
セルが適切に管理すべきリスクとして指摘する。（ 251頁）

73 ハイネマンは、リスクと危機管理に関して、リスクについて
対応する組織の重要性を説明し、それは取締役会が望ま
しいと指摘する。

（☓）誤りである。ハイネマンは「CEOを委員長とするリスク
委員会を設置すべきである」と提言する。 256頁以下には
詳細なリスク管理の原則・手法が網羅的に解説されてお
り、熟読を推奨する。

74 ハイネマンは、リスクと危機管理組織の整備に関して、脅
威のリスト作成→リスクの評価・順位付け →リスクの回避・
軽減→リスクの対応→継続的な運用を説明する。

（☓）誤りである。リスクの回避・軽減 →「リスクの感知・監
視」→リスクの対応、が正しい。（ 259-266頁）

75 ハイネマンは、法律以外の技術的専門的知識（例：エンジ
ニアリングなど）、すなわちエキスパートの仮設について問
いただし、その結果を意思決定に適切に変える能力を求め
られるとする。

（◯）その通りである。 （294頁以下）

76 第8章 ガ
バナン
ス―取締
役会との
関係

ハイネマンは、コーポレート・ガバナンスにはおおよそ３つ
の局面があるとする。（ A) 株主と会社（取締役会とマネジメ
ント）との間の関係、（ B) 取締役会とCEO・経営幹部との間
の関係、（C) CEOと会社との関係（CEOがいかに会社を統
治するか）を挙げる。

（◯）その通りである。 （300-302頁）

77 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルにとってコーポレート・
ガバナンス以上に責任が重大な分野は他にないとした上
で、ガバナンス関連の連邦法や州法の基本的ルールに関
して大きなミスを犯したら積み上げてきたキャリアも終わり
であると警鐘を鳴らしている。そのため、ジェネラルカウン
セルはその直属の部下レベルにおいてコーポレート・ガバ
ナンスにおけるルールを細部に至るまで熟知させ、いつで
も取り出せるようにしておく必要があると述べる。

（☓）誤りである。前段は正しい。後段は誤り。ハイネマン
は、「ジェネラルカウンセル自分自身」がコーポレート・ガバ
ナンスのルールについて細部に至るまで熟知する必要性
を強く述べている。（ 305頁）

78 ハイネマンは「６つの根源的コーポレート・ガバナンスの責
務」を提唱している。（ A) 会社のミッションを再定義、（ B)
リーダーの育成過程を改善、（ C) CEO選任過程及び他の
幹部ポジションへの昇進過程の再吟味、（ D) 業績・リスク・
倫理それぞれの優先課題の設定、（ E) CEO・経営幹部の
報酬体系の見直し、（ F) 取締役会の監督機能を再調整、で
ある。

（◯）その通りである。ここでは詳述できないが、 305-326頁
にはハイネマンの経験に裏打ちされたコーポレート・ガバナ
ンスを適正に維持するための創意工夫や原理原則が詳述
されており大変勉強になる。

79 ハイネマンは、株主（スチュワードかアクティビストか）につ
いて、ジェネラルカウンセルの根源的な問題であるとする。
なぜなら、株主の権利に関する適切なガバナンス規程、及
び、株主利益を伸長するための本質的で適切な企業戦略
にジェネラルカウンセルは取り組まねばならないからであ
る。

（◯）その通りである。 （337-344頁）

80 第9章 企
業が良き
市民であ
ることと
公共性の
優越

ハイネマンは、「企業が良き市民であること」に関して 1章を
設けて、（A) 企業と従業員に対する責任、（ B)ステークホル
ダーに対する責任、（ C) 法律及び司法に対する責任、（ D) 
公共福祉に欠かせないが市場メカニズムでは実現すること
ができない公共財の確保に資する責任、を挙げている。
（345頁）

（◯）その通りである。 （345頁）

81 ハイネマンは、パートナー機能とガーディアン機能の発揮を
主な任務とするジェネラルカウンセルは、理念的にはプロ
ボノの基礎となる会議体に参加するのが望ましいとする
が、基本的には、自己の配下から適切な任命者を出席させ
る程度の関与が望ましいと概説する。

（☓）誤りである。ハイネマンは「参加すべきである」以上に
「議長になることがあってもよい」とまで言っている。（ 348
頁）

82 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの役割として、基本的
な事業活動において、技術の変更や効率的な変更や自然
環境保護を通じて、エネルギー・原材料・水などの使用を減
少させる永続的なプロセスを創ることにも参画するべきで
あるとする。

（◯）その通りである。ハイネマンは、事業活動の外部影響
の減少の重要性もジェネラルカウンセルの責務であると説
く。（354頁）

83 ハイネマンは、「集団行動・反腐敗」に関連して、たとえ、
FCPA法がなかったとしても、海外市場における従業員に
よる賄賂の禁止は、多国籍企業としては、最も厳格なグ
ローバル倫理基準を適用するべきであると推奨する。

（◯）その通りである。ハイネマンは、不正な支払い（賄賂）
が倫理に関する文化を蝕むことを懸念している。また、市
場において、コストと品質によって競争に勝てるとする。
（358頁）

84 ハイネマンは、公共政策と政治を全社レベルの事業戦略に
統合する全体的な責任を負うと考えている。

（◯）その通りである。特に、政策エキスパートと政治エキス
パートの重要性と協働については熟読するパートである。
（367-371頁）

85 第3編 未来
のグローバ
ル法務組織
(P391-502)

第10章 
法務部門
を率いる
ということ

ハイネマンは、ジェネラルカウンセルの試金石は、グローバ
ル法務組織においてビジョンを策定し実行することであると
述べる。

（◯）その通りである。ハイネマンのGE法務のためのビジョ
ンなど詳細な解説を参照されたい。（ 393頁以下）

86 ハイネマンは、法務組織の統率においてヒエラルキーの重
要性を説き、ジェネラルカウンセルを頂点とする上下下達
の軍隊の如き迅速な組織体の構築を目指したと述懐する。

（☓）誤りである。ハイネマンは「法務組織は真にグローバ
ルな共同体」であるべきであって、最大限可能な限り、ヒエ
ラルキーに基づくのではなく、平等性に立脚した組織でな
ければならないとする。（ 348頁）
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87 ハイネマンは、本書において、ジェネラルカウンセルの使命
について「最高の人材を雇用すること」の重要性を何度も
喚起している。

（◯）その通りである。ハイネマンのhire the bestについて
396頁以降には詳細なスペック、口説き文句、報酬などが
解説されている。（ 393頁以下）

88 ハイネマンは組織内弁護士のキャリアパスについて、キャ
リアの枠組みを「ゲームボード」と呼ばれる 1枚紙にして、全
ての管理職や社内弁護士に示そうとしたとされる。

（◯）その通りである。 （420頁以下）

89 第11章 
法律事務
所―その
他の選択
肢

ハイネマンは、「企業内法務革命が法律事務所の市場に競
争をもたらすようになった」と説き、大手法律事務所が専門
家集団から「より統制されたビジネス組織」へ姿を変えるこ
とにより、「負の不関連性」と呼ばれる企業・法律事務所間
の金銭をめぐる衝突が激化していったと説明する。

（◯）その通りである。ハイネマンは、1987年にThe 
American Lawyer誌に法律事務所の収入額と報酬額が公
表された以降、多くの法律事務所が報酬の査定方法を
PPP (Profit per Partner＝1人ひとりのパートナーが生む利
益)基準としていったことを取り上げる。さらに、法律事務所
側が、PPPを上げるために、クライアントである企業が求め
る「アウトプット＝法務サービスの質」よりも、事務所にとっ
ての「インプット＝売上利益」の部分（ 1件あたりの時間や弁
護士の人数）を重視し、結果として、生産性が両者で真逆
に捉えられていたことの問題の本質を指摘する。
（442−447頁）

90 ハイネマンは、法律事務所がビジネス組織として体制を強
化するため、ビジネススクール修了者を COO、CFO、人事
部長、フィー設定に関する部門長に置いていることを、事業
体をより深く理解する契機になることを理由に、企業にとっ
て好意的なものとして高く評価している。

（☓）誤りである。ハイネマンは、「こうしたビジネス的な傾向
は、多くの場合、クライアントの志向する生産性に配慮せ
ず、事務所の収入追求路線にさらなる専門家傾向を高める
に帰している」と述べ、好意的なものとして高く評価はして
いない。（446-447頁）

91 ハイネマンは、法律事務所が露呈した「負の不関連性」へ
の対応を５つの変遷として整理する。その第 1段階として
「弁護士を雇うのだ。法律事務所を雇うのではない。」という
決まり文句を紹介している。

（◯）その通りである。ジェネラルカウンセルが極めて優れ
た企業内弁護士を採用しはじめると、当該企業内弁護士
（専門家）が、（法律事務所ではなく、案件ごとに）「誰が担
当するのか」を決定するようになってきたと述べている。
（447頁）

92 ハイネマンは、法律事務所が露呈した「負の不関連性」へ
の対応を５つの変遷として整理する。その第 2段階として、
ジェネラルカウンセルは競争をさらに組織だって推し進め、
「社外弁護士のガイドライン」を打ち出す等により、直接的
に法律事務所の経費を論じはじめたと分析する。さらに、
第3段階では、ジェネラルカウンセルは社外弁護士とのやり
とりを従来の「相関的」なものから、「法律事務所ではなく
『弁護士』との」「取引的なもの」へ移行し、競争環境を簡素
化しはじめたと分析する。

（◯）その通りである。ハイネマンは第 2段階の大きな出来
事として、ジェネラルカウンセル協会（ The Association of 
General Counsel）とアメリカ法曹協会（ American Bar 
Association: ABA）とが協働して作成した案件別の「タスク
コード」が生みだされ、請求書は 1行でその説明が完結する
請求書に変貌し、「検索機能」等により疑わしい請求の監
査が実効的になったことを示唆している。また、第 3段階で
は、好ましい担当「弁護士」（法律事務所ではない）リストが
作成され、かつ、「より好ましい担当者に関する方針」が成
立したと述べる。（ 448-449頁）

93 ハイネマンは、法律事務所が露呈した「負の不関連性」へ
の対応を５つの変遷として整理する。第 4段階として、ジェネ
ラルカウンセルは、さらに少数の法律事務所と「戦略的連
携」を推し進められはじめたと説明する。すなわち、法律事
務所の数を大幅に削減し、会社の法務業務の特定の分野
の大半または全てを特定の法律事務所に依頼する協定を
締結し、法律事務所は定額でその仕事を引き受けたと説明
されている。ハイネマンは、第 4段階の実例として、インテル
を挙げている。

（☓）誤りである。前半の記述は正しいが、ハイネマンは、
「デュポン」社や「ファイザー」社を第 4段階の実例としてあ
げている。インテル社は、最終段階である第 5段階の実例と
して挙げられている。（ 450-51頁）

94 ハイネマンは、法律事務所が露呈した「負の不関連性」へ
の対応を５つの変遷として整理する。現在見られる第 5段階
（最終段階）として、法律事務所と限りなく一体化して法律
事務所を戦略的アドバイザーと位置づけ依頼することを目
指しはじめたと分析する。その実例として「インテル」社をあ
げる。

（◯）その通りである。ハイネマンは、「未来の弁護士の役
割と責任」という書籍に依拠した上で、インテル社が法律事
務所に対して案件（訴訟案件など）を依頼・約束するにとど
まらず、①社外弁護士をインテルのビジネス幹部に面談さ
せ、外部法律事務所の弁護士がインテルのビジネスプラン
を理解し・連動する理解を助け、②次世代の法律事務所の
弁護士たち（パートナーになる前の弁護士）に中級レベル
の案件を依頼し機会を与え、③定期的な懇談会を設け、法
務部のリーダーとインテルが直面する可能性のある長期的
なビジネス的・法務的課題について提言を受ける場を設け
ている。（451-452頁）

95 ハイネマンは、企業内弁護士の増員に関して、「着実・適度
・高い付加価値のある業務がある場合に限り」、報酬や福
利厚生費が増えるとしても、なお、企業内弁護士を増やす
べきであり、そうでない場合には社内のリソースをむやみ
増やすべきではないと提言する。

（◯）その通りである。ハイネマンは、ボンバルディア社の
ジェネラルカウンセルの言葉を引用しつつ、ボンバルディア
テストをクリアできる確信がなければそのリソースを増やす
べきではないと提言している。（ 456-457頁）

96 ハイネマンは、ジェネラルカウンセルが法律事務所との
パートナーシップについて「依頼案件」と「金銭」だけではな
く、(1)事務所組織自体、 (2)クライアントとステークホル
ダー、(3)法律と正義の統治、 (4)社会という4つの倫理的な
義務を求めることを説く。ジェネラルカウンセルと法務部
は、「専門家」と「一般市民」の双方の立場で直面する問題
に対して、外部弁護士と一緒になって、相互に尊敬し、協力
的・建設的なやり方を探求することができると説く。

（◯）その通りである。ハイネマンは、権限が拡大した法務
部が、外部法律事務所に独自性のある賢明な助言をため
らわせ、企業が求める回答を出すように強いていると批判
した上で、外部弁護士が、（ A)クライアントからの急ぎの狭
い範囲の案件や何が『正しいか』ではなく何が『適法・違法』
であるかに対応すること、および、（ B)企業のより広範な利
益に助言すること、の AとBとの間のジレンマ（葛藤）に直面
していることを鋭く洞察する。そのうえで、このジレンマ（葛
藤）は、企業内弁護士が直面している「ガーディアン」と
「パートナー」のジレンマ（葛藤）と似ていると指摘する。
（470頁）

97 ハイネマンは、法務部門が多様性のある弁護士（女性、マ
イノリティ、異なる文化に根ざした弁護士）を外部法律事務
所が推進することが重要であることを前提にしつつも、いま
だ、企業の法務部門がこれを後押しする施策が講じられた
例を知らず、今後の課題であると警鐘をならす。

（☓）誤りである。前半は正しい。ハイネマンは、米国での、
法務部門が外部法律事務所に対して多様性に関する情報
を求める例を紹介し、さらに、マイクロソフト社の取り組みと
して、外部法律事務所が事前に定めた多様性の目標のい
ずれかを達成した場合には年間ボーナスとして年間支払
総額から算出された金額（ 2-3パーセント）を支払うという例
を紹介している。さらに、マイクロソフト社などの先進的な企
業により設立された Leadership Council on Legal Diversity 
(LCLD)には、米国内の約 20の主要組織からマネージング
パートナーとジェネラルカウンセルを参加させていると紹介
している。（476-477頁）
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98 第12章 
未来―課
題と可能
性

ジェネラルカウンセルは、細々とした日常の業務を自分自
身で完璧にこなして専門家であることを示し、その余った時
間を、会社にとって「基礎的」なことの検討にあてることが重
要である。

（☓）誤りである。ハイネマンは、ジェネラルカウンセルは
細々した業務をこなすのではなく、創造的な業務遂行がで
きる極めて優秀な同僚や代理人を確保することを優先すべ
きであると考えている。すなわち、「最高を雇うこと」による
強力なネットワークを創り上げることの重要性を説いてい
る。ジェネラルカウンセルは、ビジョンをもって、会社にとっ
て真に基本的または基礎的な課題をイニシアティブをとっ
て検討する必要があると述べる。（ 486頁）

99 ジェネラルカウンセルは広範な役割は、 CEOが望むと望ま
ないとにかかわらず、独力でも推進されるべき重要なもの
である。

（☓）誤りである。ハイネマンは「CEOがそれを望む場合に
限り成立する」と述べており、 CEOのたえまないサポートに
より可能になると主張している。（ 490頁）

100 法専門家のグローバルな変化について、ハイネマンは、現
段階では傾向は顕著であるが、最終的に確立されたもので
はないとの見解にたっている。

（◯）その通りである。ハイネマンは、ハーバード・ロース
クール法律専門職センターでの GLEEプロジェクトの調査を
引用した上で、「企業内弁護士の業務の特徴的な役割や
性質は、法制度の違いを含め個々国家の歴史や文化そし
て企業の規模や業態によって異なる」と付言した上で、「最
終的に確立」されているとの断言はしていない。（ 496頁）
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